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 地方自治法第１９９条第１項、第２項及び第４項の規定に基づく定期監査を

行ったので、同条第９項の規定により、その結果を公表する。 

１ 監査の対象 

  今回の監査は、デジタル市役所推進室、企画調整局、総務局、市議会事務

局及び教育委員会の令和２年度及び令和３年度（令和３年４月から同年１０

月末日まで）の収入、支出、契約、財産管理等の財務事務及びその他の事務

の執行を対象とした。 

  なお、監査を計画していた学校の一部については、新型コロナウイルス感 

 染症の拡大により、教育委員会からの監査中止依頼を受け、検討の結果、実  

 査は行わないこととした。 

２ 監査の方法 

  上記事務に関する監査に必要な資料の提出を求め、当該事務が適正に執行

されているか等を主眼に、抽出による関係書類等の調査を実施するとともに

関係職員から説明を聴取した。 

  なお、この監査は、北九州市監査基準に準拠して行った。 

３ 監査の期間 

  令和３年１１月５日から令和４年５月１９日まで 

４ 監査委員の除斥 

  森本由美監査委員及び渡辺均監査委員は、市議会事務局における政務活動

費等の監査については、地方自治法第１９９条の２の規定により除斥とした

。 

５ 監査の結果 



（１）デジタル市役所推進室                      

監査の結果、事務はおおむね適正に処理されていた。

（２）企画調整局 

   監査の結果、事務はおおむね適正に処理されていた。 

（３）総務局 

   監査の結果、事務はおおむね適正に処理されていたが、一部に次のよう 

  な事項が認められた。これらについては、適正な措置を講じられたい。 

  ア その他事務 

  （ア）公の施設の指定管理業務について 

    （男女共同参画推進課） 

     令和２年度の男女共同参画施設等（北九州市立男女共同参画センタ

ー、北九州市立東部及び西部勤労婦人センター）の指定管理事務につ

いてみたところ、管理施設の改修及び修繕について、原則として市が

執行すべき１件１００万円以上のものを指定管理者が行っていたもの

があった。 

     男女共同参画施設等（北九州市立男女共同参画センター、北九州市

立東部及び西部勤労婦人センター）の管理運営に関する基本協定書第

１５条によれば、管理施設の改修及び修繕について、市の見積りによ

り１件１００万円以上のものは、市と指定管理者の協議により合意し

た場合を除き、市が実施するものとなっているが、協議した記録や決

裁は作成されていなかった。 

     また、新型コロナウイルス感染症流行に伴う施設の閉館により不用

となった光熱水費等を改修及び修繕経費に流用しているが、これにつ

いての協議の記録や決裁は作成されていなかった。 

     適正な事務処理をされたい。 

（４）市議会事務局 

   監査の結果、事務はおおむね適正に処理されていたが、一部に次のよう 

  な事項が認められた。これらについては、適正な措置を講じられたい。 

  ア 契約事務 

  （ア）契約事務について 



    （総務課） 

     市議会事務局総務課では、議会棟第６・７議員控室の登退庁盤が故

障したため、更新のための設置工事及び電気設備工事を発注したが、

他の議員控室の登退庁盤も故障したため、費用面を含めた抜本的な対

策を検討した。その結果、タッチパネル方式での全面更新を行うこと

となり、既に発注した設置工事と電気設備工事については契約変更に

より中止した。一方、当該工事では、電気部品の製作等が進行してい

たため、これらの部品については、今後、タッチパネルが故障した場

合や会派が増えた場合の予備品として市議会事務局で保管することと

した。 

     この部品の納品に関して、別途、工事請負業者と特命随意契約によ

り委託契約を締結していたが、工事契約の中止により生じた相手方の

損害については、市契約規則に基づく協議により補償することが可能

であり、単に部品の納品を目的とした委託契約であれば、特命随意契

約とする理由はない。 

     また、このような契約方法では、委託契約締結前に部品の製作に着

手させていたことになることや、工事契約に係る収入印紙代等の諸経

費を委託契約で負担することとなり不適切である。 

     市委託業務要綱では、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２

号及び第５号から第７号までの規定を適用して随意契約により契約を

締結する場合は、合理的な理由のある場合に限定し、安易に随意契約

によって契約をしないようにするものとするとされている。 

適正な事務処理をされたい。 

（５）教育委員会 

  監査の結果、事務はおおむね適正に処理されていたが、一部に次のよう

な事項が認められた。これらについては、適正な措置を講じられたい。 

 ア 支出事務 

  （ア）備品購入手続きについて 

    （学校保健課） 

     令和２年度の学校給食関係の備品購入について、発注日が同一で、 

一括して発注が可能と考えられるものを、納入場所ごとに分割して発 

注していた。給食の提供に支障が生じないよう、学校から破損等の連 



絡を受けた都度発注したとのことであるが、その結果、１者からの見

積書徴取で足りる随意契約となり、契約における競争性が確保されて

いなかった。 

     市契約規則では、予定価格が少額な契約の場合は随意契約を認めて 

おり、さらに、予定価格が一定額以下の場合は１者から見積書を徴し 

て契約できることとなっている。しかし、予定価格が規則等で定める 

金額の範囲内に収まるよう分割して契約することは、予算の適正な執 

行、また、経済的かつ効率的な執行の面からも適切でない。 

     給食の提供に支障が生じないよう在庫を確保する等の対応策を検討 

し、適正な事務処理をされたい。 

（イ）補助金等交付事務について 

    （学校保健課） 

     令和２年度北九州市学校保健会補助金（以下「補助金」という。） 

の交付事務について、北九州市学校保健会（以下「学校保健会」とい 

う。）の学校薬剤師部会事業にかかる実績報告書を見ると、教室にお 

けるホルムアルデヒド等揮発性有機化合物検査（以下「検査」という 

。）のための道具を購入していた。 

     この検査道具の購入に関し、学校保健課は検査道具の購入費を含む 

額を補助金額として確定していたが、当該検査は当初の補助金交付決 

定の内容には含まれておらず、変更交付申請の手続きも行われていな 

かった。 

     なお、当該検査は、市の事業として、公益社団法人北九州市薬剤師 

会に委託して実施している。 

     市補助金等交付規則では、補助事業等の内容、経費の配分または執 

行計画の変更をする場合は、市長の承認を受けることとされており、 

また、実績報告書の審査および必要に応じて行なう現地調査等により 

、その報告に係る補助事業等の成果が補助金等の交付の決定の内容お 

よびこれに付した条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合 

すると認めたときは、交付すべき補助金等の額を確定し、補助事業者 

に通知するものとされている。 

     適正な事務処理をされたい。 


